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◆ 控除対象特定非営利活動法人制度とは 
  特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人）への寄附を促し、ＮＰＯ法人の活動を

支援する制度です。 

  地方税法の規定に基づき、個人県民税に係る税額の控除の対象となる寄附

金を受け入れるＮＰＯ法人を条例で個別に定めることにより、当該ＮＰＯ法

人に寄附を行った個人は、納めるべき個人県民税について税制上の優遇措置

を受けられることになります。 

 

◆ 控除対象特定非営利活動法人制度のメリット 

  ■個人の寄附者 

    熊本県の控除対象特定非営利活動法人に寄附をすると、個人県民税か

ら寄附金額の約４％（寄附者が熊本市在住の場合は２％）の税額控除が

受けられます。 

     税額控除額：（寄附金額 － ２，０００円）×４％（２％） 

   例）熊本市以外に在住の個人が、１００，０００円を控除対象特定非営

利活動法人に寄附した場合 

     （１００，０００円－２，０００円）×４％＝３，９２０円 

     ※納めるべき個人県民税から３，９２０円控除することができる。 

 

  ■控除対象特定非営利活動法人 

   ★認定ＮＰＯ法人になるためのＰＳＴ要件を満たすことになります。 

     控除対象特定非営利活動法人に指定されると、認定ＮＰＯ法人にな

るための基準の一つであるＰＳＴ要件（パブリック・サポート・テス

ト）を満たすことになります。 

   ★財政基盤の強化につながります。 

     個人の方からの寄附金が増えやすくなることが見込まれるため、財

政基盤の強化につながります。 

   ★社会からの信用が高まります。 

     指定を受けるためには、適切な業務運営や財務状況、積極的な情報

公開が必要になります。透明性・公益性のある業務を行う必要があり

ますので、社会からの認知度や信用度が高まることとなります。 
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◆ 控除対象特定非営利活動法人になった後に行うこと 

 （１）役員報酬規程等の提出 

    毎事業年度初めの３ヵ月以内に、役員報酬や職員給与の支給に関する

規程や前事業年度の収益の明細に関する書類等を県に提出しなければな

りません。 

 （２）役員報酬規程等の備置き、情報の公開等 

    控除対象特定非営利活動法人は、（１）で県に提出した書類や指定の申

出書に添付した書類等を法人の事務所に備え置くとともに、閲覧や謄写

の請求があったときは、事務所において閲覧又は謄写させなければなり

ません。 

 （３）寄附金受領証明書の交付および寄附者名簿の作成 

    寄附した個人が個人県民税の税額の控除を受けるためには、当該個人

の居住市町村の税務担当窓口に申告する必要があります。 

    申告には、「寄附金受領証明書（領収書）」の添付が必要となりますの

で、当該個人に対し、「寄附金受領証明書（領収書）」を交付することに

なります。 

    「寄附金受領証明書（領収書）」には、寄附した個人の氏名及び住所や

受領寄附金額、受領年月日、受領者である法人の名称及び主たる事務所

の所在地等の記載が必要です。 

    また、寄附者（個人及び法人）の氏名及び住所、受領寄附金額、受領

年月日等を記載した「寄附者名簿」を事業年度ごとに作成し、保存して

おく必要があります。 

 

 （４）認定ＮＰＯ法人の申請について 

    控除対象特定非営利活動法人に指定されると、認定ＮＰＯ法人になる

ためのＰＳＴ要件を満たすことになります。 

認定ＮＰＯ法人の申請を行う場合は、申請日の前日において、控除対

象特定非営利活動法人として条例で定められており、かつ、当該条例に

よる指定の効力が生じていなければなりません。 



８ 

 

 

書  類  審  査 

県議会可決 県議会否決 

県は、申出書等の受理後、指定基準を満たす 

か否かの審査をします。 

※必要に応じて、電話による聞き取り調査や 

事務所訪問による実態確認調査を行います 

事  前  相  談 

県議会において条例案の審議がなされ 

ます。 

指定の申出（書類提出） 

基準 

不適合 

基準

適合 

指定を行わない旨の通知（書面） 

県議会へ議案提出 

指定の申出をお考えの場合は、申出の前に 

事前相談をお願いします。 

申出書等を熊本県知事（男女参画・ 

協働推進課）に提出します。 

県知事は、法人を条例で指定するために 

必要な手続（条例案提出）を行います。 

指 定 手 続 の 流 れ 

指  定 指定されなかった旨の通知（書面） 

※県知事は、指定があったときは、書面にて通知します。 


